
|兵庫県・県税事務所|

個人事業税について

1 個人の事業にかかる県税

商庖・飲食庖・不動産貸付・請負・医師・弁護士など個人で事業を行っている人に苅して、県は個

人事業税を課税しています。個人事業税はこれらの人が事業(収益活動)を行うに際して、いろいろ

な行政サービスを受けていることから、これらに係る行政経費の一部を負担していただくという性格

をもっています。

2 税額の計算
(1 )所得金額の計算方法

事業の 事業の 青色事業専従者給与額 所得

総収入金額 必要経費 又は事業専従者控除額 金額

(2)税額の計算方法

l+ 〕一 一 Ix 税率二税額〔所得 f 青色申告 事業用資産の譲渡 事業主控除 〕
金額 L 特別控除 損失の控除など (年290万円)J 

※個人事業税では「青色申告特別控除制度」及び「雑損控除などの所得控除制度」は適用されません

3 税率

区分

第一種事業

第二種事業

第一種事業

4 申告と納税

(1 )申告

事業の種類 税率

物品販売業、不動産貸付業、運送業、請負業、駐車揚業、飲食庖
5% 

業、その他の営業等

畜産業、水産業、薪炭製造業〈主として自家労力を用いて行うち
4% 

のを除く〉

医業、歯科医業、弁護士業、税理士業、コンサルタン卜業、ずザ
5% 

イン業、理容・美容業、クリー二ング業、その他自由業等

あん摩・はり・きゆっ等の事業、装蹄師業 3% 

前年 1年間の事業による所得について、翌年の3月 15日までに、県税事務所に個人事業税の申

告書を提出してください。

なお、 所得税の確定申告書又は住民税の申告書を提出した人については、それに基づき、県税事

務所において個人事業税の税額を計算し納税通知書を送柑しますので、個人事業税の申告書を提出

する!Qii要はありません。だだし、この揚合には、所得税の確定申告書の「住民税 ・事業税に関する

事項」欄、又は住民税の申告書の「事業税に闘する事項」欄の該当事項の記載が必要となりますの

で、 lMず記入してください。
だだし、年の中途で事業を廃止した人は、廃止の日から 1か月以内 〈死亡により事業を廃止した

ときは4か月以内〉に県税事務所に申告してください。
(2)納税

県税事務所から送位される納税通知書により、 8月(第 1期分〉と 11月 (第2期分〉の2固

に分けて納めていただきます(税額が 1万円以下の揚合は8月に一括して納めていただきます。〉。

納{寸書は、第1期分と第2期分をまとめて8月に送惜します。

税額が1万円以下の揚合は第1期分のみの送信です。お間違いのないようご注意ください。



。ご不明な点がありましたら、県税事務所の個人事業税担当課にお問い合わせください。

県税事務所 所在地 担当課・電話 担当地鼠

干653-8766 個人課税課
神戸 神戸市長田区二葉町5-1-32 (直)(078) 647-9139 神戸市

(直)(078) 647-9140 

西宮
干662-8503 個人課税課

尼崎市・西宮市・芦屋市
西宮市櫨i家町2-28 (直)(0798) 39-1512 

伊丹
干664-8522 課税第 1課 伊丹市・宝塚市・川西市・
伊丹市干僧 1-51 〈直)(072) 785-9417 三田市・猪名川町

加古川
干675-8566 課税第 1課 明石市・加古川市・
加古川市加古川町寺家町天神木97-1 (直)(079) 421 -9902 高砂市・稲美町・播麿町

干673-1431 課税第 1課 西脇市・=木市・ JJ¥野市・
加東

加東市社字西柿 1075-2 (代)(0795) 42-5111 
加西市・加東市・多司町

(直)(0795) 42-9339 

姫路
干670-0947 課税第 1課 姫路市・神沼町・市川町・
姫路市北条 1-98 (直)(079) 281-9126 福崎町

干679-4167 課税第 1課
相生市・赤穂市・たつの市・

龍野 宍葉市・太子町・上郡町・
たつの市龍野町富永字国井屋畑1311-3 (直)(0791) 63-5670 

佐用町

干668-0025
課税第 1課

豊岡市・養父市・朝来市・
豊岡

豊岡市幸町7-11 (代)(0796) 23-1001 
香美町・新温泉町

〈直)(0796) 26-3628 

干669-3309
課税第 1課

丹波
丹波市柏原町相原688

(代)(0795) 72-0500 丹波篠山市・丹波市
(直)(0795) 73-3746 

干656-0021 課税第 1課
洲本市・南あわじ市・

洲本
洲本市塩屋2-4-5 (代)(0799) 22-3541 

淡路市
(直)(0799) 26-2026 

個人事業税の納税には口座振替を利用されると便利です。

<口座振替の手JII貢>

1 口座振替依頼書・納付書送付依頼書を金融機関文は県税事務所にご提出ください。

2 口座振替の手続き完了後、個人事業税課税時に県税事務所から納税通知書で納税額〈振替額〉、
納期限(振替日〉をお知らせますので、資金の準備をしてください。

3 口座振替後、振替済通知書(領収書〉を送付いたします。
※ 8月の第1期分から口座f辰替を利用される場合は、お早めに依頼書を提出してください (8月に入ってからの

お申し込みは事務手続きが間に合わす、 11月の第2期分からとなる揚合があります。)。

※ 口座振替依頼書・納伺書送柑依頼書は各県税事務所に備えています。まだ、兵庫県ホームページからのダウン

ロードちできます。 r兵庫県」で検索→「兵庫県ホームページ」申段の 「注目ワード」欄「県税」 →積索結果の 「県税のあらまレ」 → 「申

請書等ダウンロードサービス」→ r[2-3J納付書送伺依頼書兼口座振替依頼書」

※ 口座振替が開始されるまでは、お手持ちの納伺書で納税してください。

※ 兵庫県では、自動車税も口座振替により納税いただくことができますので、ご利用ください。

※ 詳細については管轄の県税事務所へお問い合わせください。



(個人事業税の手引 )
令和6年 1月

兵庫県

県税事務所

個人事業税は、個人の行う物品販売業、製造業などの事業に対し、前年中の所得を課税標準として、

その個人の事務所または事業所(事務所または事業所を設けないで行う事業については、住所または居所)

所在の都道府県が課税する税金です。

.翠置1m"重量
個人事業税が課税される事業は、第 1種事業、第2種事業および第3種事業に区分されており、所得税
および市町民税・県民税の所得区分でいえば、おおむね営業等所得および不動産所得の一部に対して課税

されるととになります。

所得税および 個人事業税が課税される事業の区分
市町民税・県民税
の所得区分 第1種事業 第2種事業 第3種事業

営業等 物品販売業保険業金銭貸付業物品貸付 畜産業 医業歯科医業薬剤師業獣医業弁護士
業製造業請負業印刷業出版業写真 水産業 業司法書士業行政書士業公証人業弁
業旅館業料理屈業飲食居業遊技場業 薪炭製造業 理士業税理士業公認会計士業計理士業

不動産売買業広告業運送業運送取扱業 社会保険労務士業 コンサルタント業設計

倉庫業駐車場業席貸業周旋業代理業 監督者業不動産鑑定業デザイン業諸芸

仲立業問屋業サウナ風目等の公衆浴場業 師匠業歯科衛生士業歯科技工士業測量

演劇興行業遊覧所業興信所業案内業 士業土地家屋調査上業海事代理士業あ

冠婚葬祭業電気供給業土石採取業電気 んま・マッサージ ・指圧 ・はり・きゅう・柔

通信事業船舶ていけい場業両替業商品 道整復その他の医業に類する事業装蹄師業

取引業 理容業美容業クリーニング業第 1種事
業以外の公衆浴場業(銭湯) 印刷製版業

不動産 不動産貸付業駐車場業物品貸付業 、、、~、、、、

税 率 5% 4%  
あんま・マッ他サのー医ジ書・こ指類圧す・るは事り業・きゅう・柔蹄
道整復その 業l および装
師業は 3%、それ以外は5%

〔事業税が課税されない所得 t
-林業、鉱物の掘採事業にかかる所得については課税されません。

-また、上記表の課税される事業に該当する場合であっても、次の所得については課税されません。

(1) あんま・マッサージ・指圧 ・はり・きゅう・柔道整復その他の医業に類する事業を行うもので、両

眼の視力を喪失した人および万国式試視力表により測定した両眼の視力が0.06以下の視力障害のある
人が行うものはその所得

(2) 畜産業、水産業および薪炭製造業で自家労力(事業を行う人またはその同居の親族の労力)によっ

て事業を行った日数の合計がその年中における延べ労働日数の2分の 1を超える場合はその所得
(3) 医業、歯科医業、薬剤師業、あんま ・マッサージ・指圧・はり・きゅう・柔道整復その他の医業に類

する事業を行っている人の社会保険診療に係る所得

所得税の確定申告または市町民税 ・県民税の申告をした場合は、個人事業税の申告があったものとして

取り扱われますので、重ねて申告する必要はありません。

ただし、年の中途で事業を廃止した場合には、事業廃止の日から 1カ月以内(事業主の死亡による場合

で廃止した年分に係る所得税の確定申告を行っていないときは、 4カ月以内)に県税事務所に個人事業税
の申告をする必要があります。これらに該当すると きで申告し なかった場合は、事業税の各種控除(損失

の繰越控除、事業用資産の譲渡損失の控除等) が受け られませんのでご注意ください。

【 『事業税に関する事項』欄 E
所得税の確定申告書または市町民税・ 県民税の申告書には、次のような「事業税に関する事項J欄が設け
られています。

この欄は個人事業税の計算上必要ですから、個人事業税が課税になる事業所得などのある人で、該当す

る項目がある人は必ず記載してください。

なお、該当するにもかかわらず記載がない場合は、事業税の各種控除が受けられませんのでご注意くだ

さp。
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〈記載例〉
{所得税の確定申告書第二表1

0住民税・事業税に関する事項

[市町民税 ・県民税申告書] ※市町により体裁が異なります

O事業税に関する事項
非課税所得な ど

l番号 |所得金額 円

損益通算の特例適用則の 円

不動産所得

事業用資産の譲渡損失など
資産の種類 損失額、被災損失額(白)

円

前年中の開(廃)業 開始・廃止 月 日

口他都道府県の事務所等

〈記載上の留意点〉

区分 留意事項 (3ページ「税額の計算j参照)

言色言専従
事業主と生計をーにする配偶者や15歳以上のその他の親族で、その事業に専ら従事してい

る人に対して給与の支払いが実際にされている場合は、所得税において配偶者控除や扶養。控除の対象としたことにより「青色事業専従者給与に関する届出書Jを提出していない場

の 合(所得税において事業専従者の取り扱いをしていない場合)であっても、事業税において

き者 は事業専従者にできますのでその人の氏名および給与額を記載してください。

個人事業税には、非課税の事業もありますので、事業所得のうち個人事業税が課税されない

所得(1ページ「事業税が課税されない所得j参照)がある場合は、下記の非課税所得番号
非 を番号欄に、その所得金額〔事業専従者控除(給与)額を差し引く前の金額)(8社会保険診

療報酬に係るものは収入金額)を所得金額欄に記載してください。

課 (イ)複数の事業を兼業している方で、そのうち次に掲げる事業により生ずる所得がある
4婿L日..t.百L 

税
1 畜産業(農業に付随して行うものを除きます)から生ずる所得

2 水産業(小規模な水産動植物の採捕の事業を除きます)から生ずる所得

3 薪炭製造業から生ずる所得

く診 所 4 あんま、マッサージまたは指圧、はり、きゅう、柔道整復その他の医業に類する事業

(両眼の視力を喪失した人その他両眼の視力0.06以下の人が行うものを除きます)から

得
生ずる所得

5 装時師業から生ずる所得

(ロ)次に掲げる所得(非課税所得)がある場合

な 6 林業から生ずる所得

7 鉱物掘採業から生ずる所得

ど
8 社会保険診療報酬に係る収入(収入金額をもとに県税事務所で所得金額を計算します)

9 外国での事業に係る所得(外国に有する事業所等で生じた所得)

10 地方税法第72条の2に定める個人の行う事業に該当しないものから生ずる所得
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不特損 個人事業税では、所得税における不動産所得の損益通算の特例措置(損失の金額のうち、

《シ
動例益

土地等を取得するために要した負債の利子の額に相当する部分の損益通算不適用)の規
産適通

所思算
定は適用されませんので、これに該当する金額がある人は、適用前の不動産所得を記載

得のの してください。

丘特申Eとコ差不

引Lし、産事動 所得税で青色申告者に認められている「青色申告特別控除Jは、個人事業税では認められ

φ ません。

青色申告特別控除額を不動産所得から控除した場合は、その金額を記載してください。

事
事業税が課税される事業に使用していた機械装置、車両運搬具、工具器具備品など事業業

産用資
用資産を、その事業に使用しなくなってから 1年以内に譲渡した場合で、譲渡損失があ

れば記載してください。なお、譲渡益と譲渡損がある場合は、損益通算せず、損失額のみ

くシ の を記載します。ただし、土地、建物、無形の固定資産は対象になりません。また、白色申

譲渡 告者において、事業の所得の計算上生じた損失のうち、被災事業用資産の損失の金額が

ある場合は、その金額を記載してください。また、「総合課税の譲渡所得、一時所得に関
失損 する事項J欄にその内容を記載してください。なお、この欄の記載がない場合は控除で
な きませんので、ご注意ください。
ど

開前 事業主控除額は年間事業月数により算出することになっていますので、令和5年中に新

《多
(年

たに事業を開始した場合または事業を廃止した場合は、記入欄の「開始・廃止」の該当す麿中
業の る文字をOで囲み、その月日を記載してください。

事他都 個人事業税は、事業所等が所在する都道府県により課税され、また、兵庫県以外の都道府

ぐ歩 務道府
県にも事務所等がある場合には、所得金額をその事務所等の従業員数であん分して課税

所 県 されますので、他都道府県に事務所等がある人はO印を記入し、その所在地と月末ごと

等の の従業員数を、それぞれ事務所や事業所ごとに適宜用紙に書いて添付してください。

-E翠Diil!書 (1事業所得1-1各種控除1)x冠雪=堕劃
※所得税における雑損控除、医療費控除、配偶者控除などの「所得控除Jについては、個人事業税では適用がありません。
※個人事業税は、所得税の必要経費に算入できます。

分区 計 算 式 留 意 事 項

|所得税 ・住民税所得金額 | 戸一一 所得税または市町民税・県民税の申告で「課税される事業」に

係る所得金額の計ー算上認められた事業専従者控除(給与)額。

事
F 一 所得税の所得の計算上認められた青色申告特別控除額は、事

業 +l所得税住民税で認同業ト 業税の所得の計算上は控除されません。

専従者控除(給与)額
一一 課税事業と非課税事業の区分経理が行われていない場合の取

税
り扱いは次ページの税額計算の特例 (2)に準じて計算します。

の + 1 青色申告特別控除額~ (原則として所得税または市町民税・ 県民税で認めた「課税さ
れる事業」に係る事業専従者控除(給与)額と同額を認めること

所 -r非課税所得金額悼- となりますが、所得税において、配偶者控除や扶養控除の対象
としたことにより「青色事業専従者給与に関する届出書Jを提

得 出していない場合であっても、所得税の確定申告書で[事業税

に関する事項J欄に事業に従事している旨の申告があり、専従
計 者の要件に該当する場合には、事業税の事業専従者と認めた給

専従者控除(給与)額 』一 与額を控除します(ただし、所得税における白色申告には適用

算 はありません)。なお、専従者が事業税の課税される事業と課税

されない事業に従事していた場合は、それぞれの事業に従事し

ていた分量に応じて計算した額を控除します。
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区
計 算 式 留 意 事 項分

ー|損失の繰越控除額14一一 所得税および市町民税・県民税と同様の要件のもとに認められ
ます。ただし、期限内申告が行われたもので事業税が課税される

各 所得に対する損失額に限られます。

ー|被災事業用資産の損失の繰越控除額le一一 所得税および市町民税・県民税と同じ対象の資産について同じ
要件のもとに、事業税の所得計算上生じた損失額で当該年度に控

除される損失額。

種
ー|事業用資産の譲渡損失の控除額 1... 一」ーIt.書ご譲檀損失が生じた年分の所得から控除します。譲渡損失が生じ

年分の所得から控除しきれなかった場合は、その年に青色申告
一|事業用資産の譲渡損失の繰越控除額1..... を提出する乙とが認められており、その後連続して申告をして

いる人は翌年以降3年間繰越控除を認めます。
控

. 
業 主 控 除 一一令和5年中に事業を開廃業した場合は事業を行っていた月数

(年290万円) ( 1月に満たない端数は1月とする)に応じ次の表の額です。
(単位:万円)

除
事業期間 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

事業主控除額 24.2 48.4 72.5 96.7 120.9 145 169.2 193.4 217.5 241.7 265.9 290 

税
川I-J←捨課税標準額に1，000円未満の端数がある場合はその端数を切り

=|課 税 標 準 額 |等 てます。
額 lr畜産業水産業薪炭製造業 4% 
計 あんま・マッサージ・指圧 ・はり・きゅう・柔道整復その他の

算
xl税 率 1..... 医業に類する事業および装蹄師業…3%

-その他の事業…5%

手見
I~ま年税額に100円未満の端数がある場合は、その端数を切り捨て
す。なお、年税額が100円未満の場合はO円となります。

=1年 税 額 1..... 年税額が 1万円を超える場合は、 8月および11月の2期に分割

額 して納付していただくことになります。また、年税額が l万円以

下の場合は、全額を8月に納付していただくことになります。

。税額計算の特例

(1)兵庫県以外の都道府県にも事業所などがある場合

計算式の「課税標準額」を各都道府県ごとの従業者の数(原則として前年の12月31日現在の状況)によりあん

分して都道府県ごとの課税標準額を算出します。

(2)異なる税率が適用される 2以上の事業を併せて行う場合

計算式の「課税標準額」をそれぞれの事業について計算した所得金額(事業税の所得計算)によりあん分して

それぞれの課税標準額を算出します。なお、それぞれの事業について計算した所得金額が明らかでない場合

は、売上金額など最も妥当な基準によりあん分します。

〈計算例〉
夫婦で飲食屈を経営し、昨年の年間収入は2.000万円で、必要経費は1.200万円でした。また青色申告を行ってお
り、妻には150万円の給与を支給し、青色申告特別控除金額は65万円でした。
乙の場合の個人事業税はいくらになりますか?

青色事業専従者給与

又は事業専従者控除

150万円

*1所得金額J585万円
F 刈《所得税の確定申告書第一表〉

の所得金額欄に記載する金額。

事業用資産の

譲渡損失の控除等 昔日~I ) x lm $1 = ~ 
585万円
竺Eユ 0万円

*1青色申告特別控除J65万円
所得税の青色申告特別控除は、個人事業税では適用されません。 z

5% 180，000円

+ 
8月(第1期分)=90，000円
11月(第2期分)=90，000円

[減免]被災により事業用資産の2分の1以上に損害を受けた場合など一定の要件を満たす場合には、個人事業税が減免さ

れる場合があります。

詳しくは、所管する県税事務所の個人事業税担当課へお問い合わせください。
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